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ｃ　水質環境研究室

ｄ　地質環境研究室
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関 係 市 町

村 に 対 す

る 技 術 的

指 導

関係市町村に対し有機塩素系溶剤等による地

質汚染の機構解明と原因調査及び汚染除去対

策の技術的指導を行った。硝酸性窒素による地

下水汚染では、海匝地区及び富里市の地下水の

硝酸性窒素濃度調査に協力し、地下水の流出機

構を調査した。

残 土 石 処

分 場 等 に

お け る 地

質 調 査 ・

技 術 支 援

埋立・盛土について、地質汚染に係る技術的支

援を行っており、 年度は、香取市本矢作での

六価クロム地質汚染の改良現場の地下水質監

視と地下水流動調査を継続した。また、養老川

中流域の旧廃棄物埋立地から汚染地下水が流

出している現場などで、流出機構の解明調査、

モニタリング、浄化対策について技術支援を行

った。

地 質 環 境

情 報 整 理

事 業

県内の地質環境情報資料を統一的に整理し、地

層の液状化、地質汚染、地盤沈下問題に即応で

きるようするとともに、環境災害、資源行政へ

の地質情報サービスを行った。 年度末までに

約 本の地質柱状図を収集・蓄積した。

年１月から、広く県民が利用できるよう、

インターネットによる公開のデータを提供し

ている。

企画情報室では、環境保全・環境学習・啓発に

関する調査研究に取り組んでいます。 
図表 年度研究概要(企画情報室) 

課題名 研究等の概要 
環境学習拠点の

連携による環境

学習プログラム

の開発

環境学習拠点の連携による環境学習プ

ログラムの開発は終了し、様々な視点か

ら環境学習プログラム、啓発資料等を作

成していくこととしていたが、27 年度は

パネルの作成を行った。 
また、川の汚れ浄化ゲームを提供した学

校のうち、協力が可能な学校と連携し

て、アンケート調査等を行った。 
千葉県内のプラ

ンクトンの生息

状況に関する研

究 

高滝ダムにおいて、現地調査を行った。 
長南小学校から講師派遣の依頼を受け、

長南川における現地調査を行い、その結

果を長南小学校に提供した。 
エネルギーの多

様化等による千

葉県の産業構造

の変化について

の調査研究 

大気保全課が設置した「千葉県の産業構

造の変化についての調査研究に係る検

討会」に参加し、今後の産業構造や経済

の行方、環境問題等について情報収集及

び今後想定される課題の検討を行った。 

（イ）重点研究・共同研究等の取組

環境研究センターでは、計画的に調査研究を

進めるため、５年ごとに研究活動計画を策定し

ており、 年度末には、第３期研究活動計画（

年～ 年度）を策定しました。

第３期研究活動計画では、 年の東北地方太

液の時震強「、えま踏を故事発原び及震地沖洋平

状化－流動化現象と地質構造に関する調査研

究」及び「環境放射能に関する調査研究」を重

点研究に定め、プロジェクト体制を組み、各研

究室が共同して各種の調査・研究を計画し、実

施しています。

さらに、国立環境研究所等の国の機関、他自

治体との共同調査・研究、また千葉大学、東京

大学及び京都大学等の学術機関との共同研究も

行っています。

図表 年度重点研究概要

重点研究

課題名 
研究等の概要 

環 境 放 射

能 に 関 す

る 調 査 研

究

ア 環境放射能モニタリング

地表に降下した放射性物質について地層を

深度別に採取し、各深度の放射性物質濃度を

測定し、 年度文科省測定値と比較すること

により、放射性セシウムの運搬・堆積・移動

について考察した。

イ 放射性物質動態調査

大堀川を流末とする調整池とその後背地を

対象に、空間線量率、土壌・水・底泥中放射

性セシウム濃度のモニタリングを継続し、調

整池への放射性セシウムの移行状況及び流出

状況について調査した。

また、手賀沼及び大堀川、大津川において、

河川水を経由して流入している放射性セシウ

ム濃度の調査を実施した。

ウ 最終処分場管理手法の検討

数種類の焼却灰等を撹拌溶出し得られたろ

液について、重金属の溶出率を求めた。

液 状 化 －

流 動 化 現

象 の 調 査

研究

沖積層が薄い地域において地中地震計・間

隙水圧計を設置し、観測を開始した。また、

年東北地方太平洋沖地震時に液状化 流動

化が帯状にみられた真間川・海老川の延長上

の埋立地において存在する、沖積層の厚い部

分においてオールコアボーリングを実施し、

沖積層の地震動の増幅を推定する地層構成や

検層データを取得し、さらに地中内の液状

化－流動化部分を特定した。

 
イ 生物多様性センターの設置

県では、 年 月 日に地方自治体としては

ｅ　企画情報室
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初めて生物多様性センターを設置しました。 
生物多様性センターでは、生物多様性に関す

る情報の収集・管理・提供、調査研究、政策提

言、教育普及や現場指導の実践を行っています。 
（Ｐ40「多様な主体の連携と協働による生物多

様性保全に向けた基盤づくり」及び「生物多様

性に関する具体的取組の推進」参照） 

ア 環境研究センターからの情報発信

環境研究センターでは、研究に関する情報を

環境研究センター年報や環境だより、ホームペ

ージ上で発信しています。 
また、環境学習に関する情報を、啓発冊子の

発行、県民向けの環境講座、講師等の派遣、ホ

ームページへの情報掲載等を通じて発信をして

います。（Ｐ220「拠点の連携と場の活用」参照） 
イ 生物多様性センターからの情報発信

生物多様性センターでは、「生物多様性ちば

ニュースレター」やホームページにより生物多

様性に関する情報を発信するとともに、生物多

様性地理情報システムを立ち上げ、データの整

備を進めているところです。（Ｐ40「多様な主体

の連携と協働による生物多様性保全に向けた

基盤づくり」及び「生物多様性に関する具体的

取組の推進」参照） 
ウ 手賀沼親水広場における環境保全啓発活動

手賀沼親水広場は、県民が水と親しむ憩いの

場として、また水と人との関わりを学びながら

手賀沼などの浄化について考える拠点として一

般県民や地域活動に提供してきましたが、27 年

7 月 1 日に我孫子市に移譲されました。

（３）研究機関等の情報の提供
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３．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等

【２７年度の主な取組】

① 環境情報の提供

・県ホームページで公開している大気環境情報、公共用水域の水質情報など県内の環境データ

や環境情報等を随時更新し、最新の情報を公開しました。

・環境基本計画の 年度年次報告や環境白書（ 年版）を刊行し、関係機関に配付するとと

もに、県ホームページにも掲載しました。

・大気環境常時監視については、 の測定結果、注意喚起に関する情報提供を行いました。

・環境研究センターでは、 年度に実施した調査研究の成果を年報として取りまとめ、県ホー

ムページで公表しました。

・生物多様性センターでは、生物多様性地理情報システムの活用として、県ホームページ（ち

ば情報マップ）において、主な特定外来生物 種（アライグマ、カミツキガメ、ナガエツル

ノゲイトウなど）の分布図を公開しています。

② 行政課題に的確に対応する調査研究体制の構築

・環境研究センターでは、第 期研究計画（ 年～ 年度）に従い、液状化－流動化、環境放

射能、ＰＭ 等の調査研究について取り組みました。

・ 課題について外部機関との共同研究を行いました。（国立環境研究所、東京都等）

・国立環境調査研修所での技術研修に 名を派遣するとともに、大学からはインターンシップ

生として 名を受け入れ、人材の育成を図りました。

・生物多様性センターでは、千葉県の生物多様性に関する情報の一括管理・提供、調査研究・

技術開発、教育普及・現場指導に取り組み、生物多様性の保全・再生を推進しました。

③ 研究機関や博物館等のちからを活用した情報の提供等

・環境研究センターでは、県民等への分かりやすい情報提供の一つとして、環境研究センター・

環境だよりを年5回発行しました。

・環境学習の拠点連携に関する担当者会議において情報交換を行うとともに、環境学習施設に

おいてパネル展示を行いました。

・環境や環境問題について県民に分かりやすく伝えるため、環境講座を 回開催し 名が参

加しました。

・市民活動団体や事業者などが開催する研修会・講習会等へ、計 回講師を派遣しました。

・市町村職員等を対象とした大気環境測定技術研修、水質分析委託に関する技術研修等の研修

を実施しました。

・ラオスから 名、ベトナムから 名の研修生を受け入れました。

・中央博物館では、環境情報を盛り込んだメールマガジンを年間 回、定期刊行物を年間

回発行しました。また、環境に関する展示会を 回、観察会やイベントを 回、環境に関

連する公開講座やシンポジウムを 回開催したほか、ツイッターによる情報発信を 千回以

上行いました。

・生物多様性センターでは、生物多様性ちば県戦略及び生物多様性センターに関するパンフレ

ットを発行したほか、生物多様性の保全の取組や県内の希少な野生動植物などを紹介したニ

（１）２７年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
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ュースレターを年 回発行し、関係機関に配付するとともに、県ホームページにも掲載しま

した。

【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】

・計画的に研究課題を設定し、随時新たな課題にも取り組む等、調査研究の充実を図ってい

く必要があります。

・環境研究センター・環境だより、環境講座、講師派遣及び研修等、様々な事業を通じて情報

の提供に取り組んでいく必要があります。

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】

・今後も、研究計画に基づき調査研究を実施するとともに、関係機関からの要望課題について、

積極的に取り組んでいきます。

・環境研究センター・環境だよりの発行や環境講座等を通じ、調査研究の成果を含め、保有す

る環境や環境問題に関する情報を広く、分かりやすく提供します。
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（１）策定の経緯 

（２）現千葉地域公害防止計画の概要
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（１）千葉臨海地域の環境保全協定

ａ　大気汚染の防止

ｃ　その他

ｂ　水質汚濁の防止
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